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令和５年度１２月補正予算の概要 

１ 予算編成の考え方 

南相馬市第三次総合計画「７つの政策の柱」に基づく対応、令和４年福島県沖地

震及び令和５年台風第１３号に伴う被災に係る災害復旧など、緊急に対応すべき予

算を計上するとともに、福島県人事委員会勧告に準じた職員給与改定等人件費の補

正を行うことを基本に編成を行った。 

 

２ 一般会計補正予算（第６号）の概要 

（１）予算規模 

歳入については、国庫支出金、県支出金、繰入金など、歳出については、予算

編成の考え方に基づき、それぞれ計上した。 
この結果、補正額 8,328,687 千円を追加し、補正後の一般会計歳入歳出総額

が 55,589,374 千円となった。 

 

（２）主な補正内容                   【凡例】 □継 ：継続費 

①南相馬市第三次総合計画「７つの政策の柱」の取組 

政策の柱４ 産業・しごとづくり・移住定住 
外国人活躍推進事業（P18） 5,200千円 

機構集積協力金交付事業（P20） 145,363千円 

□継 農業水利施設等保全再生事業（再対策工）（P22） 72,052千円 

工場用地等整備事業特別会計繰出金（P22） 1,696,474千円 
政策の柱５ 都市基盤・環境・防災 

最終処分場延命化事業（P18） 43,596千円 

小高スマートインターチェンジ整備事業（P22） 13,585千円 
政策の柱６ 地域活動・行財政 
 各種証明書コンビニ交付事業（P16） 2,940千円 
政策の柱７ 原子力災害復興 
 帰還・移住等環境整備交付金基金積立金（P16） 5,218,978千円 
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②令和４年福島県沖地震・令和５年台風第１３号に伴う被災に係る災害復旧等 

災害等廃棄物処理対応事業（令和４年地震）（P16） 626,175千円 

市単土地改良事業補助金（P20） 2,510千円 

現年発生単独災害復旧事業（農業用施設）（５年台風１３号）（P24） 33,700千円 

現年発生公共災害復旧事業（農地農業用施設）（５年台風１３号）

（P24） 
50,000千円 

現年発生公共災害復旧事業（林業施設）（令和５年台風第１３号）

（P24） 
77,900千円 
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（３）給与改定などの主な内容 

①給料月額 

  県人事委員会勧告に準じて、民間給与との格差を埋めるため、給料表について、

初任給を中心に若年層に重点をおきつつ全ての号給で給料月額を引上げるもの。 

②期末勤勉手当 

ア．一般職員及び任期付職員 年間支給月数 0.10 月分引上げ（4.35 月分→4.45 月分） 

 

 

 

 

 

※令和６年度以降は、均等になるように配分 

 

イ．再任用職員       年間支給月数 0.05 月分引上げ（2.30 月分→2.35 月分） 

 ６月期 １２月期 合 計 

５年度 期末手当 

     勤勉手当 

0.675月（支給済） 

0.475月（支給済） 

0.700月（現行0.675月） 

0.500月（現行0.475月） 

1.375月（現行1.35月） 

0.975月（現行0.95月） 

６年度 期末手当 

以降  勤勉手当 

0.6875月 

0.4875月 

0.6875月 

0.4875月 

1.375月 

0.975月 

※令和６年度以降は、均等になるように配分 

 

ウ．市長、副市長、教育長、議会議員、特定任期付職員 

             年間支給月数 0.10 月分引上げ（3.25 月分→3.35 月分） 

 ６月期 １２月期 合 計 

５年度 期末手当 1.625月（支給済） 1.725月（現行1.625月） 3.35月（現行3.25月） 

６年度 期末手当 

以降    
1.675月 1.675月 3.35月 

   ※令和６年度以降は、均等になるよう配分 

 

 

 ６月期 １２月期 合  計 

５年度 期末手当  

勤勉手当  

1.200月（支給済） 

0.975月（支給済） 

1.250月（現行1.200月）

1.025月（現行0.975月） 

2.45月（現行2.40月） 

2.00月（現行1.95月） 

６年度 期末手当 

以降  勤勉手当 

1.225月 

1.000月 

1.225月 

1.000月 

2.45月 

2.00月 
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【一般会計】 

区分 補正前 補正額 補正後の額 備考 

給与費・共済費 6,573,204 153,946 6,727,150  

内訳 

給与改定 0 159,347 159,347 
給料・期末勤勉手当の引

上げ 

その他 6,573,204 △5,401 6,567,803 
人事異動等による人件費

の整理、超過勤務手当等 

 

（４）継続費 

（変更）                                 （単位：千円） 

 

 

 

 

（５）繰越明許費の補正 

（追加）                                 （単位：千円） 

 

 

 

（６）債務負担行為の補正 

（追加）                                 （単位：千円） 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総　額 年　度 年割額 総　額 年　度 年割額

令和3年度 224,646 令和3年度 224,646

令和4年度 469,803 令和4年度 469,803

令和5年度 221,158 令和5年度 293,210

令和6年度 163,423 令和6年度 297,229

6

款 項 事　　業　　名
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

1,079,030 1,284,888
農林水
産業費

5
原子力災害農林水
産対策費

農業水利施設等保全再生事業
（再対策工）

金　額

8 土木費 79,585

7 原子力災害土木対策費 79,585

小高スマートインターチェンジ整備事業 79,585

款 項 事　業　名

期　　　間

森林環境税導入対応システム改修業務
委託料

令和６年度 3,564

こども計画策定業務委託料 令和６年度 12,980

中学生海外研修事業
令和６年度から
令和７年度まで

26,424

事　　項 限　　度　　額

（単位：千円） 
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 （７）地方債の補正 

（追加）                                 （単位：千円） 

限度額 起債の方法 償還の方法

33 現年発生農地農業用施設補助災害復旧事業

充　当　率　９０％
交付税措置　元利償還金の９５％

19,800

34 現年発生林業施設補助災害復旧事業

充　当　率　９０％
交付税措置　元利償還金の９５％

34,500

起債の目的 利率

証書借入
又は

証券発行

　年３．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

　融資条件の定め
のある資金につい
ては、その融資条
件により、その他
の資金については
相手方との協定に
よるものとする。
　ただし、繰上償
還をし、償還年限
を短縮し、又は低
利債に借り換える
ことができるもの
とする。

 
（変更）                                 （単位：千円） 

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

28 現年発生農業用施設単独災害復旧事業

充　当　率　６５％
交付税措置　元利償還金の４７．５％

35,500 － － － 57,400 － － －

起債の目的

補正前 補正後

 

【参考】基金の状況 

○財政調整基金                              （単位：千円） 

 
 
 
 
○東日本大震災復旧・復興基金                       （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○帰還・移住等環境整備交付金基金                     （単位：千円） 

 

 

 

 
○みらいへつなぐ復興基金                         （単位：千円） 

 

 

補正前 今回 補正後 補正前 今回 補正後

1,463,826 269,611 5,218,978 5,488,589 439,924 1,324,346 1,764,270 5,188,145

基金名 Ｒ4末残高
積立額 取崩額 Ｒ5末残高

見込み

帰還・移住等環境整備交付金基金

補正前 今回 補正後 補正前 今回 補正後

1,751,214 137,910 0 137,910 841,277 57,181 898,458 990,666

(ア) 市町村復興支援交付金 193,270 1 0 1 187,186 0 187,186 6,085

(イ) 復旧・復興義援金 70,662 406 0 406 3,449 0 3,449 67,619

(ウ) 核燃料税交付金 24,502 20 0 20 24,503 0 24,503 19

(エ) 一般財源 1,462,780 137,483 0 137,483 626,139 57,181 683,320 916,943

Ｒ5末残高
見込み

東日本大震災復旧・復興基金

基金名 Ｒ4末残高
積立額 取崩額

補正前 今回 補正後 補正前 今回 補正後

5,114,475 1,016,313 0 1,016,313 2,198,303 348,110 2,546,413 3,584,375財政調整基金

基金名 Ｒ4末残高
積立額 取崩額 Ｒ5末残高

見込み

補正前 今回 補正後 補正前 今回 補正後

3,460,454 480,062 0 480,062 782,955 5,271 788,226 3,152,290

Ｒ5末残高
見込み

みらいへつなぐ復興基金

基金名 Ｒ4末残高
積立額 取崩額
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３ 特別会計補正予算の概要 

（１） 国民健康保険特別会計（補正第2号） 

職員給与改定、人事異動に伴う人件費及び産前産後期間の保険税軽減措置の補

正を行うもので、補正額 271 千円を減額し、補正後の歳入歳出総額が 9,347,999
千円となった。 

（２） 介護保険特別会計（補正第3号） 

職員給与改定、人事異動に伴う人件費及び令和６年度介護報酬改定等に伴うシ

ステム改修費の補正を行うもので、補正額 11,082 千円を追加し、補正後の歳入

歳出総額が 7,484,327 千円となった。 

（３） 工場用地等整備事業特別会計（補正第2号）  

小高復興産業団地（フロンティアパーク）整備に必要となる経費の補正を行う

もので、補正額 1,696,474 千円を追加し、補正後の歳入歳出総額が 2,281,833
千円となった。 

継続費 

（追加）                                 （単位：千円） 

 

 

 

 

債務負担行為 

（追加）                                 （単位：千円） 
 

 
 
 

（４） 後期高齢者医療特別会計（補正第3号） 

職員給与改定及び人事異動に伴う人件費の補正を行うもので、補正額 3,492 千

円を減額し、補正後の歳入歳出総額が 661,682 千円となった。 

（５） 水道事業会計（補正第1号） 

収益的支出は、職員給与改定及び人事異動に伴う人件費の補正を行うもので、

補正額 9,317 千円を減額し、補正後の支出総額が 1,207,541 千円となった。 

（６） 病院事業会計（補正第2号） 

収益的支出は、職員給与改定、人事異動に伴う人件費及び上半期の実績を踏ま

えた材料費などの補正を行うもので、補正額 56,729 千円を追加し、補正後の支

出総額が 6,011,981 千円となった。 

令和7年度 3,622,748

工場用地造成事業費

令和5年度 1,530,427

5
フロンティアパーク
整備事業費

1
小高復興産業団地（フロン
ティアパーク）整備事業

6,553,023 令和6年度 1,399,848

年割額款 項 事　　業　　名 総　額 年　度

期　　　間

村上・福岡地区創設非農用地取得金
（小高復興産業団地（フロンティア
パーク））

令和６年度から
令和１１年度まで 173,517

事　　項 限　　度　　額
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（７） 工業用水道事業会計（補正第1号） 

収益的支出は、職員給与改定及び人事異動に伴う人件費などの補正を行うもの

で、補正額 966 千円を追加し、補正後の支出総額が 396,296 千円となった。 

（８） 下水道事業会計（補正第1号） 

収益的支出は、職員給与改定及び人事異動に伴う人件費の補正を行うもので、

補正額 9,799 千円を減額し、補正後の支出総額が 1,789,620 千円となった。 
資本的支出は、職員給与改定及び人事異動に伴う人件費の補正を行うもので、

補正額 12,438 千円を減額し、補正後の支出総額が 1,897,742 千円となった。 


